
    ○東京藝術大学会計事務取扱要項 

 

                          平成16年４月１日 

                          学 長 裁 定 
改正  平成18年４月20日  平成25年10月24日 

平成27年５月14日           

 （趣旨） 

第１条 本学における会計事務取扱いについては、東京藝術大学経理規則（以下

 「経理規則」という｡)及びその他別段の定めのあるもののほか、この要項の定め

 るところによる。 

 （勘定科目表） 

第２条 経理規則第２条に規定する勘定科目については、別表第１の勘定科目表の

 とおりとする。 

 （帳簿の様式） 

第３条 経理規則第３条に規定する帳簿の様式は、次のとおりとする。 

（１）総勘定元帳                              別紙様式第１号 

（２）合計残高試算表                          別紙様式第２号 

（３）予算執行状況表                          別紙様式第３号 

（４）補助簿                                  別紙様式第４号１～３ 

  ア 現金出納帳                          （別紙様式第４号１） 

  イ 固定資産台帳                        （別紙様式第４号２） 

  ウ 小口現金出納帳                      （別紙様式第４号３） 

 （伝票の様式） 

第４条 経理規則第４条に規定する伝票の様式は、次のとおりとする。 

（１）振替伝票                                別紙様式第５号 

（２）入金伝票                                別紙様式第６号 

（３）出金伝票                                別紙様式第７号 

（４）未収金計上伝票                          別紙様式第８号 

（５）未払金計上伝票                          別紙様式第９号 

 （事務引継書の様式） 

第５条 経理規則第８条に規定する経理責任者交代時の引継書の様式は、別紙様式

 第10号のとおりとする。 

 （預金口座の開設又は廃止申請書の様式） 

第６条 経理規則第11条に規定する金融機関等における預金口座の開設又は廃止に

 あたっての申請用紙は、別紙様式第11号のとおりとする。 

 （請求書の様式） 

第７条 経理規則第17条に規定する請求書の様式は、別紙様式第12号１～３のとお

 りとする。 

 （領収書の様式等） 

第８条 経理規則第19条第１項に規定する領収書の様式は、別紙様式第13号１～２

 のとおりとする。 

２ 経理規則第19条第２項に規定する出納責任者領収印は、別表第２のとおりとす



 る。 

（領収書払出請求書の様式） 

第９条 経理規則第20条第２項に規定する領収書払出請求書の様式は、別紙様式第

 14号のとおりとする。 

 （預り金の種類） 

第１０条 経理規則第23条に規定する預り金の種類は、別表第３のとおりとする。

 （立替払いのできる経費の種類） 

第１１条 経理規則第25条第１項に規定する立替払いのできる経費の種類は、次の

 とおりとする。 

（１）出張において緊急やむを得ない経費が必要なとき。 

（２）その他経理責任者が必要と認めたもの。 

 （月次報告書） 

第１２条 経理規則第26条に規定する月次報告書は、次のとおりとする。 

（１）財務状況報告書 

（２）現金預金の残高明細書 

  （雑則） 

第１３条 この要項に定めるもののほか会計事務取扱いに関し必要な事項は、別に

 定める。 

 

   附 則 

 この要項は、平成16年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要項は、平成18年４月20日から施行し、平成18年４月１日から適用する。 

   附 則 

 この要項は、平成25年10月24日から施行し、平成25年７月18日から適用する。 

附 則 

 この要項は、平成27年５月14日から施行し、平成27年５月１日から適用する。 



別表第１（第２条関係）

コード コード 内容

資産の部 10000

　　Ⅰ　固　定　資　産 11000

　　　　１　有形固定資産 11100
土地 11110 土地 0010 法人が所有する土地の取得価額

建物
11120
建物

0010
法人が所有しかつ自己の業務目的のために使用している
事務所・倉庫等の建築物

11120 建物附属設備 0020 上記建築物に付属する電気・給排水等の設備

建物減価償却累計額 11130 建物減価償却累計額 0010 建物に係る減価償却費の累計額（建物の控除科目）

11130 建物附属設備減価償却累計額 0020 建物附属設備に係る減価償却費の累計額（建物の控除科
目）構築物

11140
構築物

0010
法人が所有しかつ自己の業務目的のために使用している
土地の上に固着した、建物及び附属設備以外の建造物な
いし工作物

構築物減価償却累計額 11150 構築物減価償却累計額 0010 構築物に係る減価償却費の累計額（構築物の控除科目）

機械及び装置
11160
機械及び装置

0010
法人が所有しかつ自己の業務目的のために使用している
機械もしくは装置、並びにこれらに附属する設備（Q１０-１）

機械及び装置減価償却累計額
11170
機械及び装置減価償却累計額

0010
機械及び装置に係る減価償却費の累計額（機械及び装置
の控除科目）

工具、器具及び備品

11180

工具、器具及び備品

0010

法人が所有しかつ自己の業務目的のために使用してい
る、耐用年数1年以上で1組の取得価格が50万円以上の
業務用の諸工具及び諸器具ならびに業務及び一般管理
用の備品（Q１０－１）

工具、器具及び備品減価償却
累計額 11190

工具、器具及び備品減価償却
累計額 0010

工具器具備品に係る減価償却費の累計額（工具器具備品
の控除科目）

図書

11200

図書

0010

印刷その他の方法により複製した文書又は図面、又は電
子的方法、磁気的方法その他の人の知覚によっては認識
できない方法により文字、映像、音を記録した物品として
の管理が必要な物をいう。

美術品・収蔵品
11210
美術品

0010
美術品とは、建造物、絵画、彫刻、書籍、典籍、古文書そ
の他の有形の文化的所産で、我が国にとって芸術的価値
が高く、希少価値を有するものである。

11210
収蔵品

0020
収蔵品とは、教育・研究の対象として供されるために収蔵
された化石、鉱石、標本等の物のうち美術品を除くものを

車両その他の陸上運搬具
11220
車両その他の陸上運搬具

0010
法人が所有しかつ自己の業務目的のために使用している
車両及び陸上運搬具

車両その他の陸上運搬具減価
償却累計額 11230

車両その他の陸上運搬具減価
償却累計額 0010

車両運搬具に係る減価償却費の累計額（車両運搬具の控
除項目）

建設仮勘定
11240
建設仮勘定

0010
土地や建物、構築物の取得に際し発生した原価を事業の
用に供するまで一時的に整理するための勘定科目（設計
費、地盤調査費、工事代金前払金など）

資産の部
　　Ⅰ　固　定　資　産
　　　　２　無形固定資産 11300
特許権 11310 特許権 0010 法人が所有する特許権の取得価額及び申請費用等

11310 特許権減価償却累計額 0020 法人が所有する特許権に係る減価償却費の累計額

借地権 11320 借地権 0010 法人が所有する借地権の取得価額

11320 借地権減価償却累計額 0020 法人が所有する借地権に係る減価償却費の累計額

商標権 11330 商標権 0010 法人が所有する商標権の取得価額及び申請費用等

11330 商標権減価償却累計額 0020 法人が所有する商標権に係る減価償却費の累計額

実用新案権 11340 実用新案権 0010 法人が所有する実用新案権の取得価額及び申請費用等

11340 実用新案権減価償却累計額 0020 法人が所有する実用新案権に係る減価償却費の累計額

意匠権 11350 意匠権 0010 法人が所有する意匠権の取得価額及び申請費用等

11350 意匠権減価償却累計額 0020 法人が所有する意匠権に係る減価償却費の累計額

電話加入権 11360 電話加入権 0010 法人が所有する電話加入権の取得価額

ソフトウェア
11370
ソフトウェア

0010
ソフトウェアを利用し外部へサービスを提供することにより
将来の収益獲得が確実である場合、当該ソフトウェア取得
に要した費用又は制作費。

11370 ソフトウェア減価償却累計額 0020 法人が所有するソフトウェアに係る減価償却費の累計額

その他無形固定資産 11380 その他無形固定資産 0010 法人が所有する著作権等その他の無形固定資産の取得
価額

11380
無形固定資産減価償却累計額

0020
法人が所有する著作権等その他の無形固定資産に係る
減価償却累計額

資産の部
　　Ⅰ　固　定　資　産
　　　　３　投資その他の資産 11400
投資有価証券

11410
投資有価証券

0010
長期保有目的の市場性ある有価証券および市場性のな
い有価証券

関係会社株式
11420
関係会社株式

0010
法人が出資を行っている民間企業（特定関連会社・関連会
社）の株式

長期貸付金 11430 長期貸付金 0010 貸付金のうち決算日後１年以内に返済期限が到来しない
も

貸 借 対 照 表



コード コード 内容

関係法人長期貸付金
11440
関係法人長期貸付金

0010
長期貸付金のうち関係法人（特定関連会社・関連会社・関
連公益法人等）に対するもの

長期前払費用 11450 長期前払費用 0010 前払費用のうち決算日後１年以内に費用化されないもの

債券発行差金
11460
債券発行差金

0010
法人が事業資金等の調達のために債券を発行する場合
で、債券の額面金額を下回る金額で発行した場合におけ
る当該額面額を下回る金額

未収財源措置予定額
11470
未収財源措置予定額

0010
法人の業務運営に要する費用のうち、その発生額を後年
度において財源措置することとされている特定の費用が発
生した場合における、財源措置が予定される金額

長期性預金
11480
長期性預金

0010
預金のうち、期末日の翌日から起算して満期日が一年を
越えるもの

出資金 11490 出資金 0010 資金提供に伴う出資者の持分が有価証券の形態をとらな
も差入敷金・保証金

11500

差入敷金・保証金

0010

差入敷金は、不動産の賃貸に際して、賃借人が賃貸人に
賃貸借契約上の債務を担保する目的で交付する金銭をい
う。差入保証金は、債務者が債権者に対して契約の担保
するために差し入れたものをいう。

預託金 11510 預託金 0010 金銭を寄託契約により預けたものをいう。

資産の部
　　Ⅱ　流　動　資　産 12000
現金及び預金 12100 受入現金 0010 窓口で回収された現金（小切手を含む）

12100 つり銭準備金 0020 つり銭として所定の現金収入窓口に置く現金

12100
小口現金

0030
定額資金前渡制度に基づく経常経費払用の現金（従来の
前渡資金にあたる）

12100 指定日支払現金 0040 指定日に支払うために用意した現金

当座預金
12110

銀行との当座取引契約に基づいて預ける預金で、小切手・
手形の支払委託を主な目的とする預金。

普通預金 12120 三井住友－普通－支払口 0010 銀行との普通預金契約に基づいて預ける預金

12120 三井住友－普通－運営費交付金 0020 銀行との普通預金契約に基づいて預ける預金

12120 三井住友－普通－授業料 0030 銀行との普通預金契約に基づいて預ける預金

12120 三井住友－普通－入学料 0040 銀行との普通預金契約に基づいて預ける預金

12120 三井住友－普通－検定料 0050 銀行との普通預金契約に基づいて預ける預金

12120 三井住友－普通－講習料 0060 銀行との普通預金契約に基づいて預ける預金

12120 三井住友－普通－財産使用料 0070 銀行との普通預金契約に基づいて預ける預金

12120 三井住友－普通－入場料 0080 銀行との普通預金契約に基づいて預ける預金

12120 三井住友－普通－雑収入 0090 銀行との普通預金契約に基づいて預ける預金

12120 三井住友－普通－文献複写料 0100 銀行との普通預金契約に基づいて預ける預金

12120 三井住友－普通－預り金 0110 銀行との普通預金契約に基づいて預ける預金

12120 三井住友－普通－科学研究費 0120 銀行との普通預金契約に基づいて預ける預金

12120 三井住友－普通－寄附金 0130 銀行との普通預金契約に基づいて預ける預金

通知預金 12130 銀行との通知預金契約に基づいて預ける預金

定期預金
12140

一定期間に限り、原則として払戻を請求することができな
い期限付預金。但し、一年以内に払戻できないものは、
「その他の資産」とする。

その他預金 12150 その他の預金

外貨換算端数計上勘定科目 12160
代替通貨支払仮勘定 12170
未収学生納付金収入 12180 未収学生納付金収入 0010 学生納付金にかかる未収債権

未収入金 12190 未収入金 0010 収入に係る未収債権

未収消費税等 12200 未収消費税等 0010 徴収すべき消費税額

受取手形 12210 受取手形 0010 通常の業務活動において発生した手形債権

有価証券 12220 満期保有目的債権 0010 市場性ある一時所有の有価証券

12220 その他の有価証券 0999 市場性ある一時所有の有価証券

棚卸資産 12230 商品 0010 製品、半製品、原材料、仕掛品などの会計期末に存在す
る在庫12230 製品 0020 製品、半製品、原材料、仕掛品などの会計期末に存在す
る在庫12230 半製品 0030 製品、半製品、原材料、仕掛品などの会計期末に存在す
る在庫12230 原材料 0040 製品、半製品、原材料、仕掛品などの会計期末に存在す
る在庫12230 仕掛品 0050 製品、半製品、原材料、仕掛品などの会計期末に存在す
る在庫12230 貯蔵品 0060 製品、半製品、原材料、仕掛品などの会計期末に存在す
る在庫前渡金

12240
前渡金

0010
外部の取引者に対し支払った原材料、商品等の購入のた
めの前渡代金等

前払費用
12250
前払費用

0010
一定の契約に従い、継続して役務の提供を受ける場合、
未だ提供されていない役務に対して支払われた対価

未収収益
12260
未収収益

0010
一定の契約に従い、継続して役務の提供を行う場合、既に
提供した役務に対していまだその対価の支払を受けてい
な もその他 12270 未収不用財産処分収入 0010

12270
仮払金

0020
支出時点で計上勘定が確定していない、もしくは計上金額
が確定していない場合、一時的に処理する勘定科目

12270
立替金

0030
取引先に対して、一時的に生ずる金銭の立替（従来のい
わゆる私金にあたる）

12270
立替金（法定福利費）

0040
取引先に対して、一時的に生ずる金銭の立替（従来のい
わゆる私金にあたる）

12270 短期貸付金 0050



コード コード 内容

12270 前払金 0060

12270 その他の流動資産 0999
△徴収不能引当金

12280
未収学生納付金△徴収不能引
当金 0010

徴収不能債権に対する引当金

12280 その他△徴収不能引当金 0999 徴収不能債権に対する引当金

負債の部 20000

　　Ⅰ　固　定　負　債 21000
資産見返負債

21100

資産見返運営費交付金等（交
付金）

0010

中期計画の想定の範囲内で、運営費交付金及び授業料
等を財源として固定資産を取得した場合、当該資産の取
得価額に相当する金額の運営費交付金債務を取り崩して
貸方計上する勘定科目。その後、減価償却費相当額を取
り崩して資産見返運営費交付金等戻入に振替えていくた
め、期末においては、運営費交付金を財源として取得した
固定資産の未償却残高と同額となる。

21100

資産見返運営費交付金等（授
業料）

0020

中期計画の想定の範囲内で、運営費交付金及び授業料
等を財源として固定資産を取得した場合、当該資産の取
得価額に相当する金額の授業料債務を取り崩して貸方計
上する勘定科目。その後、減価償却費相当額を取り崩して
資産見返運営費交付金等戻入に振替えていくため、期末
においては、授業料を財源として取得した固定資産の未償
却残高と同額となる。

21100

資産見返補助金等

0030

補助金等を財源として固定資産を取得した場合、当該資
産の取得価額に相当する金額の預り補助金等を取り崩し
て貸方計上する勘定科目。その後、減価償却費相当額を
取り崩して資産見返補助金等戻入に振替えていくため、期
末においては、補助金等を財源として取得した固定資産の
未償却残高と同額となる。

21100

資産見返寄附金

0040

中期計画の想定の範囲内で、寄附金を財源として固定資
産を取得した場合、当該資産の取得価額に相当する金額
の寄附金債務を取り崩して貸方計上する勘定科目。その
後、減価償却費相当額を取り崩して資産見返寄附金等戻
入に振替えていくため、期末においては、寄附金を財源と
して取得した固定資産の未償却残高と同額となる。

21100

建設仮勘定見返運営費交付金

0050

長期の契約により固定資産を取得する場合であって、当
該契約に基づき前払金又は部分払金を支払うときに、当
該支出額が運営費交付金により支出されたと合理的に特
定できる場合に運営費交付金債務から振り替える勘定科

21100

建設仮勘定見返施設費

0060

長期の契約により固定資産を取得する場合であって、当
該契約に基づき前払金又は部分払金を支払うときに、当
該支出額が施設費により支出されたと合理的に特定でき
る場合に預り施設費から振り替える勘定科目。

21100

建設仮勘定見返補助金等

0070

長期の契約により固定資産を取得する場合であって、当
該契約に基づき前払金又は部分払金を支払うときに、当
該支出額が補助金等により支出されたと合理的に特定で
きる場合に預り補助金等から振り替える勘定科目。

21100

資産見返物品受贈額

0080

無償譲与により固定資産を取得した場合、貸方に計上す
る勘定科目。その後、減価償却費相当額を取り崩して物品
受贈益に振替えていくため、期末においては、無償譲与に
より取得した固定資産の未償却残高と同額となる。

長期寄附金債務
21110
長期寄附金債務

0010
寄附金を受け入れた場合、貸方に計上する勘定科目で、1
年以内に使用されないと認められるもの（使途特定の寄附
金長期前受受託研究費等

21120
長期前受受託研究費

0010
未だ役務等の提供が完了していないにも関わらず受け入
れた受託研究収入があった場合、貸方に計上する勘定科
目で、1年以内に完了しないと認められるもの。

21120
長期前受共同研究費

0020
未だ役務等の提供が完了していないにも関わらず受け入
れた共同研究収入があった場合、貸方に計上する勘定科
目で、1年以内に完了しないと認められるもの。

長期前受受託事業費等
21130
長期前受受託事業費

0010
未だ役務等の提供が完了していないにも関わらず受け入
れた受託事業収入があった場合、貸方に計上する勘定科
目で、1年以内に完了しないと認められるもの。

21130
長期前受共同事業費

0020
未だ役務等の提供が完了していないにも関わらず受け入
れた共同事業収入があった場合、貸方に計上する勘定科
目で、1年以内に完了しないと認められるもの。

国立学校財務・経営センター債
務負担金 21140

国立学校財務・経営センター債
務負担金 0010

国立学校特別会計から共同機関が承継した借入金の償
還のための共同機関への拠出債務

長期借入金
21150
国立学校財務・経営センター借
入金 0010

返済までの期間が1年超の借入金

21150 無利子借入金 0020 返済までの期間が1年超の借入金

21150 その他の借入金 0999 返済までの期間が1年超の借入金

国立大学法人債
21160
国立大学法人債

0010
大学法人法○○条の規定により発行する債券で、1年以
内に償還されないもの

退職給付引当金
21170
退職給付引当金

0010
退職給付相当額のうち、運営費交付金に基づく収益以外
の収益によって手当されることが予定されている部分につ
いて計上する引当金

追加退職給付引当金

21180

追加退職給付引当金

0010

退職給付相当額のうち、法人が中期計画等で想定した運
営を行わなかったことにより将来の追加的な退職給付債
務が発生した場合に当期において負担すべき追加的費用
について計上する引当金

長期未払金 21190 リース債務 0010 支払までの期間が1年超の未払金



コード コード 内容

21190 その他の未払金 0999 支払までの期間が1年超の未払金

その他 21200 その他の固定負債 0010

負債の部
　　Ⅱ　流　動　負　債 22000
運営費交付金債務

22100
運営費交付金債務

0010
入金された運営費交付金額をいったん処理する貸方科
目。運営費交付金業務の進行に応じ、運営費交付金収益
または資産見返運営費交付金等勘定に振替えられる。

授業料債務
22110
授業料債務

0010
入金された授業料をいったん処理する貸方科目。授業の
実施に応じ、授業料収益に振替えられる。

預り施設費
22120
預り施設費

0010
入金された施設費補助金をいったん処理する貸方科目。
業務の進行に応じ資本勘定に振替えられる。

預り補助金等

22130

預り補助金等

0010

法人が国又は地方公共団体から補助金等の概算交付をう
けた場合にいったん処理する貸方科目。補助金等の交付
の目的に従った業務の進行に応じて補助金等収益に振り
替えられる。

寄附金債務

22140

寄附金債務

0010

寄附金を受け入れた場合、貸方に計上する勘定科目で、1
年以内に使用されると認められるもの。（使途不特定寄付
金についても期中でいったんここに計上し、期末に全額収
益化する。）

前受受託研究費等
22150
前受受託研究費

0010
未だ役務等の提供が完了していないにも関わらず受け入
れた受託研究収入があった場合、貸方に計上する勘定科
目で、1年以内に完了すると認められるもの。

22150
前受共同研究収入

0020
未だ役務等の提供が完了していないにも関わらず受け入
れた共同研究収入があった場合、貸方に計上する勘定科
目で、1年以内に完了すると認められるもの。

前受受託事業費等
22160
前受受託事業費

0010
未だ役務等の提供が完了していないにも関わらず受け入
れた受託事業収入があった場合、貸方に計上する勘定科
目で、1年以内に完了すると認められるもの。

22160
前受共同事業費

0020
未だ役務等の提供が完了していないにも関わらず受け入
れた共同事業収入があった場合、貸方に計上する勘定科
目で、1年以内に完了すると認められるもの。

前受金 22170 前受授業料 0010 完了引き渡し時期が翌期以降の年度になる収入の前受代
金22170 その他の前受金 0999 完了引き渡し時期が翌期以降の年度になる収入の前受代
金預り金

22180
共済組合長期掛金

0010
健康保険、厚生年金、給与源泉税等の控除額、入札保証
金、その他1年内に返済または精算する預り金額

22180 共済組合短期掛金 0020

22180 共済組合介護掛金 0030

22180 所得税 0040

22180 合同宿舎使用料 0050

22180 省庁別宿舎使用料 0060

22180 住民税 0070

22180 共済組合貸付返済金 0080

22180 財形貯蓄 0090

22180 団体積立終身保険 0100

22180 健康保険料 0110

22180 厚生年金保険料 0120

22180 介護保険料 0130

22180 雇用保険料 0140

22180 団体生命保険料掛金 0150

22180 傷害保険料 0160

22180 職員組合費 0170

22180 親睦会費 0180

22180 債権差押取立金等 0190

22180 入札保証金 0200

22180 その他の預り金 0999
短期借入金 22190 短期借入金 0010 返済までの期間が期末日翌日から起算して1年以内の借

金一年内返済予定長期借入金
22200
一年内返済予定長期借入金

0010
長期借入金のうち返済までの期間が期末日翌日から起算
して1年以内の借入金

一年内返済予定国立大学法人
債 22210

一年内返済予定国立大学法人
債 0010

大学法人法○○条の規定により発行する債券で、1年以
内に償還されるもの

未払金 22220 リース債務 0010 支払までの期間が1年以内のリース債務にかかる未払金

22220 その他の未払金 0999 支払までの期間が1年以内の未払金

前受収益
22230
前受収益

0010
継続的役務提供契約を前提とし、未だ役務提供を行って
いない期間に対応する収益に相当する未経過勘定

未払費用
22240
未払費用

0010
継続的役務提供契約を前提とし、役務提供を受けたが支
払っていない期間に対応する費用に相当する経過勘定

未払消費税等 22250 未払消費税等 0010 納付すべき消費税額

引当金
22260
賞与引当金

0010
運営費交付金に基づく収益以外の収益によって手当され
ることが予定されている部分について計上する賞与引当
金

22260
修繕引当金

0020
運営費交付金に基づく収益以外の収益によって手当され
ることが予定されている部分について計上する修繕引当
金

22260
その他の引当金

0999
運営費交付金に基づく収益以外の収益によって手当され
ることが予定されている部分について計上するその他の
引当金



コード コード 内容

その他
22270
仮受金

0010
金銭などを受入れた際、その取引の種類や内容が不明で
ある場合や、その取引額や受入目的が不詳である場合の
未決算勘定をいう。

22270 その他の流動負債 0999

資本の部 30000

　　Ⅰ　資　本　金 31000
政府出資金

31100
政府出資金

0010
政府からの金銭出資及び金銭以外の財産による現物出
資の金額の累計額

その他出資金
31110
その他出資金

0999
政府以外からの金銭出資及び金銭以外の財産による現
物出資の金額の累計額

資本の部
　　Ⅱ　資　本　剰　余　金 32000
資本剰余金

32100
政府出資による資本剰余金

0010
資本金及び利益剰余金以外の資本であって、贈与資本及
び評価替資本が含まれる。

32100 施設費による資本剰余金 0020

32100 目的積立金による資本剰余金 0030

32100
運営費交付金等（交付金）によ
る資本剰余金 0040

32100
運営費交付金等（授業料）によ
る資本剰余金 0050

32100 寄附金による資本剰余金 0060

32100 補助金等による資本剰余金 0070

32100 その他の資本剰余金 0999
損益外減価償却累計額 32110 損益外減価償却累計額 0010 基準第８３特定の償却資産に係る減価償却累計額

民間出えん金

32120

民間出えん金

0010

中間計画等において、国立大学法人等の財産的基礎に充
てる目的で民間からの出えんを募ることを明らかにしてい
る場合であって、当該計画に従って出えんを募った場合に
入金された額

資本の部
　　Ⅲ　利　益　剰　余　金 33000
前中期目標期間繰越積立金 33100 前中期目標期間繰越積立金 0010 前中期目標期間から繰り越された積立金

目的積立金
33110
目的積立金

0010
法人法第○条に基づき、前期までの利益処分において積
み立てた目的積立金

積立金
33120
積立金

0010
前期までに利益処分で処分しなかった(目的積立をしな
かった)利益の累計額

当期未処分利益（又は当期未
処理損失） 33130

前期繰越損失
0010
前期より繰り越した未処理損失

33130 当期総利益（又は総損失） 0020 当期の損益計算書で算定される当期総利益または総損失

その他有価証券評価差額金
33140
その他有価証券評価差額金

0010
その他有価証券の時価と帳簿価額の差額のうち、資本の
部に計上された金額。



勘定科目 コード 補助科目 コード 内容

経　常　費　用 41000

　　業　　務　　費 42000

　　　　教　育　経　費 43000

消耗品費 43110 消耗品費 0010
材料及び消耗品（単価10万円未満または耐用年数1年以内の備
品を含む）の購入に係る費用

備品費 43120 少額備品費 0010
備品（耐用年数1年超かつ取得価額10万円以上50万円未満の備
品）の購入に係る費用

印刷製本費 43130 印刷製本費 0010
印刷物の印刷費。データベース使用料、著作権使用料、青写真
焼付料、写真・ビデオ撮影、マイクロ化委託費を含む。

出版物費 43140 出版物費 0010

図書（印刷その他の方法により複製した文書又は図画、又は電子
的方法、磁気的方法その他の人の知覚によっては認識できない
方法により文字、映像、音を記録した物品として管理が可能なも
の。）として有形固定資産に計上されない出版物の購入代

水道光熱費 43150 電力料 0010 電気代

ガス料 0020 ガス代

水道料 0030 水道代

冷暖房用燃料費 0040 冷暖房に係る重油・軽油・灯油代

旅費交通費 43160 国内旅費 0010 国内の出張に係る旅費手当等

外国旅費 0020
国外の出張、移動などに係る交通費と旅費手当等。国内移動旅
費を除く。

交通費 0030
国内の移動に係る交通費（タクシー代・高速代、パスネット、回数
券、時間貸駐車場料金を含む。）

通信運搬費 43170 電話料 0010 電話代

専用回線使用料 0020 専用回線料

受信料 0030 受信料

郵便料 0040 郵便代

運搬料 0050 宅配便代等（タクシー代は含まない）

国際電話料 0060 国際電話代

国際郵便料 0070 国際郵便代

賃借料 43180 土地建物賃借料 0010 土地賃貸借契約に基づいて支払う賃借料（宿舎借上料を含む。）

電子計算機借料 0020 電子計算機に係る借料

その他借料 0999 その他賃貸借契約に基づいて支払う賃借料、レンタカー代等

車両燃料費 43190 車両燃料費 0010 車両燃料等

福利厚生費 43200 福利厚生費 0010
福利施設負担額、厚生費など福利厚生のために要する法定外福
利費。

保守管理費 43210 警備委託費 0010 構内警備等の委託費

機械警備委託費 0020 機械警備等の委託費

機械設備管理業務費 0030 ボイラその他の機械設備の管理業務委託費

清掃業務委託費 0040 清掃の業務委託費

冷暖房設備保守料 0050 冷暖房設備等の保全業務委託費

エレベーター設備保守料 0060 エレベーター設備の保全業務委託費

消防設備保守料 0070 消防設備の保守点検業務委託費

受変電設備保守料 0080 高圧受変電設備の保全業務委託費

電話交換設備保守料 0090 電話交換設備の保守料

通信設備保守料 0100 ＬＡＮ設備等の通信設備の保守料

自家発電設備保守料 0110 自家発電設備や電源設備の保守料

給排水設備保守料 0120 排水処理設備，受水槽，浄化槽等の保全業務及び清掃委託費

その他設備保守料 0999 その他の設備の保守料

楽器等保守料 1010 ピアノ等調律費，パイプオルガンメンテナンス費等

複写機保守料 1020 コピー機の保守料

環境整備委託費 1030 樹木剪定，害虫駆除，水質検査等の委託費

一般廃棄物処理費 1040 廃棄物処理費

産業廃棄物処理費 1050 廃棄物処理費

その他管理費 1999 その他の管理費

修繕費 43220 建物修繕費 0010
各種資産のうち建物にかかる修繕で、臨時的に発生したもの(年
間保守契約に基づかないもの)

その他資産修繕費 0999
建物以外の各種資産にかかる修繕で、臨時的に発生したもの(年
間保守契約に基づかないもの)

物品修理費 1010 少額物品にかかる修理費

損害保険料 43230 損害保険料 0010 建物火災保険、物品損害保険等の保険料

自動車任意保険 0020 自動車任意保険料

損 益 計 算 書



勘定科目 コード 補助科目 コード 内容

広告宣伝費 43240 広告宣伝費 0010
ホームページ作成委託費、各種パンフレット作成費用等、外部に
広告するために作成する冊子等の費用。

行事費 43250 シンポジウム開催費 0010
シンポジウム開催のために使用する会場借料・アルバイト代・消
耗品代等

研修費 0020 研修のために使用する会場借料・アルバイト代・消耗品代等

その他の行事費 0999
その他の行事のために使用する会場借料・アルバイト代・消耗品
代等

諸会費 43260 諸会費 0010 学会等の参加費・登録料として支払う費用

会議費 43270 会議費 0010 法人内部における会議のための茶菓子・弁当代

報酬・委託・手数料 43280 諸謝金 0010 委員等に対し謝金として支払う額

その他報酬 0999 弁護士報酬、監査報酬等、専門家に対する報酬

委託調査研究費 1010 調査や研究の外部委託

支払派遣費 1020 労働者派遣契約に係る費用

プログラム開発費 1030 プログラム開発に係る委託費

移転作業委託費 1040 移転作業に係る委託費

その他委託費 1999 その他の委託費

振込手数料 2010 銀行振込等に係る手数料

その他手数料 2999 その他の手数料

奨学費 43290 奨学交付金 0010 授業料免除等による奨学交付金

留学生給与 0020 留学生給与

減価償却費 43300 建物減価償却費 0010 建物の減価償却費

建物附属設備減価償却費 0020 建物附属設備の減価償却費

構築物減価償却費 0030 構築物の減価償却費

機械及び装置減価償却費 0040 機械及び装置の減価償却費

工具，器具及び備品減価償却費 0050 工具，器具及び備品の減価償却費

車輌その他の陸上運搬具減価償却費 0060 車輌その他の陸上運搬具の減価償却費

その他の有形固定資産減価償却費 0999 その他の有形固定資産の減価償却費

無形固定資産減価償却費 1010 無形固定資産の減価償却費

貸倒損失 43310 貸倒損失 0010 金銭債権の貸倒額

徴収不能引当金繰入額 43320 徴収不能引当金繰入額 0010 徴収不能債権に対する引当金の繰入額

雑費 43330 特許出願費 0010 特許出願等に係る費用

移設撤去費 0020
設備等の移転に係る現状復帰費用や、設備等の廃棄に係る不要
物品の撤去費用。

損害賠償費 0030 損害賠償にかかる費用

記念品費 0040
表彰規程に基づき支給される記念品代（福利厚生規程に基づくも
のは含まない）。

雑役務費 0050
求人広告、官報掲載料、速記料、謄写料、ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ料、印書料、
翻訳料、式場・会場仮設の請負費、試験業務委託費及び上記以
外の雑役務費

その他雑費 0999 その他の雑費

交際費 43340 交際費 0010 関与先との飲食費等

　　業　　務　　費

　　　　研　究　経　費 44000

消耗品費 44110 消耗品費 0010
材料及び消耗品（単価10万円未満または耐用年数1年以内の備
品を含む）の購入に係る費用

備品費 44120 少額備品費 0010
備品（耐用年数1年超かつ取得価額10万円以上50万円未満の備
品）の購入に係る費用

印刷製本費 44130 印刷製本費 0010
印刷物の印刷費。データベース使用料、著作権使用料、青写真
焼付料、写真・ビデオ撮影、マイクロ化委託費を含む。

出版物費 44140 出版物費 0010

図書（印刷その他の方法により複製した文書又は図画、又は電子
的方法、磁気的方法その他の人の知覚によっては認識できない
方法により文字、映像、音を記録した物品として管理が可能なも
の。）として有形固定資産に計上されない出版物の購入代

水道光熱費 44150 電力料 0010 電気代

ガス料 0020 ガス代

水道料 0030 水道代

冷暖房用燃料費 0040 冷暖房に係る重油・軽油・灯油代

旅費交通費 44160 国内旅費 0010 国内の出張に係る旅費手当等

外国旅費 0020
国外の出張、移動などに係る交通費と旅費手当等。国内移動旅
費を除く。

交通費 0030
国内の移動に係る交通費（タクシー代・高速代、パスネット、回数
券、時間貸駐車場料金を含む。）

通信運搬費 44170 電話料 0010 電話代

専用回線使用料 0020 専用回線料

受信料 0030 受信料



勘定科目 コード 補助科目 コード 内容

郵便料 0040 郵便代

運搬料 0050 宅配便代等（タクシー代は含まない）

国際電話料 0060 国際電話代

国際郵便料 0070 国際郵便代

賃借料 44180 土地建物賃借料 0010 土地賃貸借契約に基づいて支払う賃借料（宿舎借上料を含む。）

電子計算機借料 0020 電子計算機に係る借料

その他借料 0999 その他賃貸借契約に基づいて支払う賃借料、レンタカー代等

車両燃料費 44190 車両燃料費 0010 車両燃料等

福利厚生費 44200 福利厚生費 0010
福利施設負担額、厚生費など福利厚生のために要する法定外福
利費。

保守管理費 44210 警備委託費 0010 構内警備等の委託費

機械警備委託費 0020 機械警備等の委託費

機械設備管理業務費 0030 ボイラその他の機械設備の管理業務委託費

清掃業務委託費 0040 清掃の業務委託費

冷暖房設備保守料 0050 冷暖房設備等の保全業務委託費

エレベーター設備保守料 0060 エレベーター設備の保全業務委託費

消防設備保守料 0070 消防設備の保守点検業務委託費

受変電設備保守料 0080 高圧受変電設備の保全業務委託費

電話交換設備保守料 0090 電話交換設備の保守料

通信設備保守料 0100 ＬＡＮ設備等の通信設備の保守料

自家発電設備保守料 0110 自家発電設備や電源設備の保守料

給排水設備保守料 0120 排水処理設備，受水槽，浄化槽等の保全業務及び清掃委託費

その他設備保守料 0999 その他の設備の保守料

楽器等保守料 1010 ピアノ等調律費，パイプオルガンメンテナンス費等

複写機保守料 1020 コピー機の保守料

環境整備委託費 1030 樹木剪定，害虫駆除，水質検査等の委託費

一般廃棄物処理費 1040 廃棄物処理費

産業廃棄物処理費 1050 廃棄物処理費

その他管理費 1999 その他の管理費

修繕費 44220 建物修繕費 0010
各種資産のうち建物にかかる修繕で、臨時的に発生したもの(年
間保守契約に基づかないもの)

その他資産修繕費 0020
建物以外の各種資産にかかる修繕で、臨時的に発生したもの(年
間保守契約に基づかないもの)

物品修理費 0030 少額物品にかかる修理費

損害保険料 44230 損害保険料 0010 建物火災保険、物品損害保険等の保険料

自動車任意保険 0020 自動車任意保険料

広告宣伝費 44240 広告宣伝費 0010
ホームページ作成委託費、各種パンフレット作成費用等、外部に
広告するために作成する冊子等の費用。

行事費 44250 シンポジウム開催費 0010
シンポジウム開催のために使用する会場借料・アルバイト代・消
耗品代等

研修費 0020 研修のために使用する会場借料・アルバイト代・消耗品代等

その他の行事費 0030
その他の行事のために使用する会場借料・アルバイト代・消耗品
代等

諸会費 44260 諸会費 0010 学会等の参加費・登録料として支払う費用

会議費 44270 会議費 0010 法人内部における会議のための茶菓子・弁当代

報酬・委託・手数料 44280 諸謝金 0010 委員等に対し謝金として支払う額

その他報酬 0999 弁護士報酬、監査報酬等、専門家に対する報酬

委託調査研究費 1010 調査や研究の外部委託

支払派遣費 1020 労働者派遣契約に係る費用

プログラム開発費 1030 プログラム開発に係る委託費

移転作業委託費 1040 移転作業に係る委託費

その他委託費 1999 その他の委託費

振込手数料 2010 銀行振込等に係る手数料

その他手数料 2999 その他の手数料

減価償却費 44290 建物減価償却費 0010 建物の減価償却費

建物附属設備減価償却費 0020 建物附属設備の減価償却費

構築物減価償却費 0030 構築物の減価償却費

機械及び装置減価償却費 0040 機械及び装置の減価償却費

工具，器具及び備品減価償却費 0050 工具，器具及び備品の減価償却費

車輌その他の陸上運搬具減価償却費 0060 車輌その他の陸上運搬具の減価償却費

その他の有形固定資産減価償却費 0999 その他の有形固定資産の減価償却費

無形固定資産減価償却費 1010 無形固定資産の減価償却費



勘定科目 コード 補助科目 コード 内容

貸倒損失 44300 貸倒損失 0010 金銭債権の貸倒額

徴収不能引当金繰入額 44310 徴収不能引当金繰入額 0010 徴収不能債権に対する引当金の繰入額

雑費 44320 特許出願費 0010 特許出願等に係る費用

移設撤去費 0020
設備等の移転に係る現状復帰費用や、設備等の廃棄に係る不要
物品の撤去費用。

損害賠償費 0030 損害賠償にかかる費用

記念品費 0040
表彰規程に基づき支給される記念品代（福利厚生規程に基づくも
のは含まない）。

雑役務費 0050
求人広告、官報掲載料、速記料、謄写料、ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ料、印書料、
翻訳料、式場・会場仮設の請負費、試験業務委託費及び上記以
外の雑役務費

その他雑費 0999 その他の雑費

交際費 44330 交際費 0010 関与先との飲食費等

　　業　　務　　費

　　　　教育研究支援経費 45000

消耗品費 45100 消耗品費 0010
材料及び消耗品（単価10万円未満または耐用年数1年以内の備
品を含む）の購入に係る費用

備品費 45110 少額備品費 0010
備品（耐用年数1年超かつ取得価額10万円以上50万円未満の備
品）の購入に係る費用

印刷製本費 45120 印刷製本費 0010
印刷物の印刷費。データベース使用料、著作権使用料、青写真
焼付料、写真・ビデオ撮影、マイクロ化委託費を含む。

出版物費 45130 出版物費 0010

図書（印刷その他の方法により複製した文書又は図画、又は電子
的方法、磁気的方法その他の人の知覚によっては認識できない
方法により文字、映像、音を記録した物品として管理が可能なも
の。）として有形固定資産に計上されない出版物の購入代

水道光熱費 45140 電力料 0010 電気代

ガス料 0020 ガス代

水道料 0030 水道代

冷暖房用燃料費 0040 冷暖房に係る重油・軽油・灯油代

旅費交通費 45150 国内旅費 0010 国内の出張に係る旅費手当等

外国旅費 0020
国外の出張、移動などに係る交通費と旅費手当等。国内移動旅
費を除く。

交通費 0030
国内の移動に係る交通費（タクシー代・高速代、パスネット、回数
券、時間貸駐車場料金を含む。）

通信運搬費 45160 電話料 0010 電話代

専用回線使用料 0020 専用回線料

受信料 0030 受信料

郵便料 0040 郵便代

運搬料 0050 宅配便代等（タクシー代は含まない）

国際電話料 0060 国際電話代

国際郵便料 0070 国際郵便代

賃借料 45170 土地建物賃借料 0010 土地賃貸借契約に基づいて支払う賃借料（宿舎借上料を含む。）

電子計算機借料 0020 電子計算機に係る借料

その他借料 0999 その他賃貸借契約に基づいて支払う賃借料、レンタカー代等

車両燃料費 45180 車両燃料費 0010 車両燃料等

福利厚生費 45190 福利厚生費 0010
福利施設負担額、厚生費など福利厚生のために要する法定外福
利費。

保守管理費 45200 警備委託費 0010 構内警備等の委託費

機械警備委託費 0020 機械警備等の委託費

機械設備管理業務費 0030 ボイラその他の機械設備の管理業務委託費

清掃業務委託費 0040 清掃の業務委託費

冷暖房設備保守料 0050 冷暖房設備等の保全業務委託費

エレベーター設備保守料 0060 エレベーター設備の保全業務委託費

消防設備保守料 0070 消防設備の保守点検業務委託費

受変電設備保守料 0080 高圧受変電設備の保全業務委託費

電話交換設備保守料 0090 電話交換設備の保守料

通信設備保守料 0100 ＬＡＮ設備等の通信設備の保守料

自家発電設備保守料 0110 自家発電設備や電源設備の保守料

給排水設備保守料 0120 排水処理設備，受水槽，浄化槽等の保全業務及び清掃委託費

その他設備保守料 0999 その他の設備の保守料

楽器等保守料 1010 ピアノ等調律費，パイプオルガンメンテナンス費等

複写機保守料 1020 コピー機の保守料

環境整備委託費 1030 樹木剪定，害虫駆除，水質検査等の委託費

一般廃棄物処理費 1040 廃棄物処理費

産業廃棄物処理費 1050 廃棄物処理費



勘定科目 コード 補助科目 コード 内容

その他管理費 1999 その他の管理費

修繕費 45210 建物修繕費 0010
各種資産のうち建物にかかる修繕で、臨時的に発生したもの(年
間保守契約に基づかないもの)

その他資産修繕費 0999
建物以外の各種資産にかかる修繕で、臨時的に発生したもの(年
間保守契約に基づかないもの)

物品修理費 1010 少額物品にかかる修理費

損害保険料 45220 損害保険料 0010 建物火災保険、物品損害保険等の保険料

自動車任意保険 0020 自動車任意保険料

広告宣伝費 45230 広告宣伝費 0010
ホームページ作成委託費、各種パンフレット作成費用等、外部に
広告するために作成する冊子等の費用。

行事費 45240 シンポジウム開催費 0010
シンポジウム開催のために使用する会場借料・アルバイト代・消
耗品代等

研修費 0020 研修のために使用する会場借料・アルバイト代・消耗品代等

その他の行事費 0999
その他の行事のために使用する会場借料・アルバイト代・消耗品
代等

諸会費 45250 諸会費 0010 学会等の参加費・登録料として支払う費用

会議費 45260 会議費 0010 法人内部における会議のための茶菓子・弁当代

報酬・委託・手数料 45270 諸謝金 0010 委員等に対し謝金として支払う額

その他報酬 0999 弁護士報酬、監査報酬等、専門家に対する報酬

委託調査研究費 1010 調査や研究の外部委託

支払派遣費 1020 労働者派遣契約に係る費用

プログラム開発費 1030 プログラム開発に係る委託費

移転作業委託費 1040 移転作業に係る委託費

その他委託費 1999 その他の委託費

振込手数料 2010 銀行振込等に係る手数料

その他手数料 2999 その他の手数料

減価償却費 45280 建物減価償却費 0010 建物の減価償却費

建物附属設備減価償却費 0020 建物附属設備の減価償却費

構築物減価償却費 0030 構築物の減価償却費

機械及び装置減価償却費 0040 機械及び装置の減価償却費

工具，器具及び備品減価償却費 0050 工具，器具及び備品の減価償却費

車輌その他の陸上運搬具減価償却費 0060 車輌その他の陸上運搬具の減価償却費

その他の有形固定資産減価償却費 0999 その他の有形固定資産の減価償却費

無形固定資産減価償却費 1010 無形固定資産の減価償却費

貸倒損失 45290 貸倒損失 0010 金銭債権の貸倒額

徴収不能引当金繰入額 45300 徴収不能引当金繰入額 0010 徴収不能債権に対する引当金の繰入額

雑費 45310 特許出願費 0010 特許出願等に係る費用

移設撤去費 0020
設備等の移転に係る現状復帰費用や、設備等の廃棄に係る不要
物品の撤去費用。

損害賠償費 0030 損害賠償にかかる費用

記念品費 0040
表彰規程に基づき支給される記念品代（福利厚生規程に基づくも
のは含まない）。

雑役務費 0050
求人広告、官報掲載料、速記料、謄写料、ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ料、印書料、
翻訳料、式場・会場仮設の請負費、試験業務委託費及び上記以
外の雑役務費

その他雑費 0999 その他の雑費

交際費 45320 交際費 0010 関与先との飲食費等

　　業　　務　　費

　　　　受託研究費 46000

消耗品費 46110 消耗品費 0010
材料及び消耗品（単価10万円未満または耐用年数1年以内の備
品を含む）の購入に係る費用

備品費 46120 少額備品費 0010
備品（耐用年数1年超かつ取得価額10万円以上50万円未満の備
品）の購入に係る費用

印刷製本費 46130 印刷製本費 0010
印刷物の印刷費。データベース使用料、著作権使用料、青写真
焼付料、写真・ビデオ撮影、マイクロ化委託費を含む。

出版物費 46140 出版物費 0010

図書（印刷その他の方法により複製した文書又は図画、又は電子
的方法、磁気的方法その他の人の知覚によっては認識できない
方法により文字、映像、音を記録した物品として管理が可能なも
の。）として有形固定資産に計上されない出版物の購入代

水道光熱費 46150 電力料 0010 電気代

ガス料 0020 ガス代

水道料 0030 水道代

冷暖房用燃料費 0040 冷暖房に係る重油・軽油・灯油代

旅費交通費 46160 国内旅費 0010 国内の出張に係る旅費手当等

外国旅費 0020
国外の出張、移動などに係る交通費と旅費手当等。国内移動旅
費を除く。



勘定科目 コード 補助科目 コード 内容

交通費 0030
国内の移動に係る交通費（タクシー代・高速代、パスネット、回数
券、時間貸駐車場料金を含む。）

通信運搬費 46170 電話料 0010 電話代

専用回線使用料 0020 専用回線料

受信料 0030 受信料

郵便料 0040 郵便代

運搬料 0050 宅配便代等（タクシー代は含まない）

国際電話料 0060 国際電話代

国際郵便料 0070 国際郵便代

賃借料 46180 土地建物賃借料 0010 土地賃貸借契約に基づいて支払う賃借料（宿舎借上料を含む。）

電子計算機借料 0020 電子計算機に係る借料

その他借料 0999 その他賃貸借契約に基づいて支払う賃借料、レンタカー代等

車両燃料費 46190 車両燃料費 0010 車両燃料等

福利厚生費 46200 福利厚生費 0010
福利施設負担額、厚生費など福利厚生のために要する法定外福
利費。

保守管理費 46210 警備委託費 0010 構内警備等の委託費

機械警備委託費 0020 機械警備等の委託費

機械設備管理業務費 0030 ボイラその他の機械設備の管理業務委託費

清掃業務委託費 0040 清掃の業務委託費

冷暖房設備保守料 0050 冷暖房設備等の保全業務委託費

エレベーター設備保守料 0060 エレベーター設備の保全業務委託費

消防設備保守料 0070 消防設備の保守点検業務委託費

受変電設備保守料 0080 高圧受変電設備の保全業務委託費

電話交換設備保守料 0090 電話交換設備の保守料

通信設備保守料 0100 ＬＡＮ設備等の通信設備の保守料

自家発電設備保守料 0110 自家発電設備や電源設備の保守料

給排水設備保守料 0120 排水処理設備，受水槽，浄化槽等の保全業務及び清掃委託費

その他設備保守料 0999 その他の設備の保守料

楽器等保守料 1010 ピアノ等調律費，パイプオルガンメンテナンス費等

複写機保守料 1020 コピー機の保守料

環境整備委託費 1030 樹木剪定，害虫駆除，水質検査等の委託費

一般廃棄物処理費 1040 廃棄物処理費

産業廃棄物処理費 1050 廃棄物処理費

その他管理費 1999 その他の管理費

修繕費 46220 建物修繕費 0010
各種資産のうち建物にかかる修繕で、臨時的に発生したもの(年
間保守契約に基づかないもの)

その他資産修繕費 0999
建物以外の各種資産にかかる修繕で、臨時的に発生したもの(年
間保守契約に基づかないもの)

物品修理費 1010 少額物品にかかる修理費

損害保険料 46230 損害保険料 0010 建物火災保険、物品損害保険等の保険料

自動車任意保険 0020 自動車任意保険料

広告宣伝費 46240 広告宣伝費 0010
ホームページ作成委託費、各種パンフレット作成費用等、外部に
広告するために作成する冊子等の費用。

行事費 46250 シンポジウム開催費 0010
シンポジウム開催のために使用する会場借料・アルバイト代・消
耗品代等

研修費 0020 研修のために使用する会場借料・アルバイト代・消耗品代等

その他の行事費 0999
その他の行事のために使用する会場借料・アルバイト代・消耗品
代等

諸会費 46260 諸会費 0010 学会等の参加費・登録料として支払う費用

会議費 46270 会議費 0010 法人内部における会議のための茶菓子・弁当代

報酬・委託・手数料 46280 諸謝金 0010 委員等に対し謝金として支払う額

その他報酬 0999 弁護士報酬、監査報酬等、専門家に対する報酬

委託調査研究費 1010 調査や研究の外部委託

支払派遣費 1020 労働者派遣契約に係る費用

プログラム開発費 1030 プログラム開発に係る委託費

移転作業委託費 1040 移転作業に係る委託費

その他委託費 1999 その他の委託費

振込手数料 2010 銀行振込等に係る手数料

その他手数料 2999 その他の手数料

奨学費 46290 奨学交付金 0010 授業料免除等による奨学交付金

留学生給与 0020 留学生給与

減価償却費 46300 建物減価償却費 0010 建物の減価償却費

建物附属設備減価償却費 0020 建物附属設備の減価償却費



勘定科目 コード 補助科目 コード 内容

構築物減価償却費 0030 構築物の減価償却費

機械及び装置減価償却費 0040 機械及び装置の減価償却費

工具，器具及び備品減価償却費 0050 工具，器具及び備品の減価償却費

車輌その他の陸上運搬具減価償却費 0060 車輌その他の陸上運搬具の減価償却費

その他の有形固定資産減価償却費 0999 その他の有形固定資産の減価償却費

無形固定資産減価償却費 1010 無形固定資産の減価償却費

貸倒損失 46310 貸倒損失 0010 金銭債権の貸倒額

徴収不能引当金繰入額 46320 徴収不能引当金繰入額 0010 徴収不能債権に対する引当金の繰入額

雑費 46330 特許出願費 0010 特許出願等に係る費用

移設撤去費 0020
設備等の移転に係る現状復帰費用や、設備等の廃棄に係る不要
物品の撤去費用。

損害賠償費 0030 損害賠償にかかる費用

記念品費 0040
表彰規程に基づき支給される記念品代（福利厚生規程に基づくも
のは含まない）。

雑役務費 0050
求人広告、官報掲載料、速記料、謄写料、ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ料、印書料、
翻訳料、式場・会場仮設の請負費、試験業務委託費及び上記以
外の雑役務費

その他雑費 0999 その他の雑費

交際費 46340 交際費 0010 関与先との飲食費等

非常勤教員給与 46350 賃金 0010 臨時雇用教員の給与，手当。

賃金通勤手当 0020 臨時雇用教員の通勤手当

非常勤教員賞与 0030 臨時雇用教員の賞与

賞与引当金繰入額 0040 臨時雇用教員にかかる賞与引当金の繰入額

退職給付費用 0050 臨時雇用教員に対する退職金

法定福利費 0060

国家公務員共済組合法、国家公務員法、児童手当法、労働基準
法、健康保険法、雇用保険法等により法人が役職員のために強
制的に負担させられる費用。健康保険料、介護保険料、雇用保険
料、児童手当拠出金、労災保険等

非常勤職員給与 46400 賃金 0010
臨時雇用職員の給与、手当。雇用形態をとるものに限る。（派遣
法によるものは含まない）

賃金通勤手当 0020 臨時雇用職員の通勤手当

非常勤職員賞与 0030 臨時雇用職員の賞与

賞与引当金繰入額 0040 臨時雇用職員にかかる賞与引当金の繰入額

退職給付費用 0050 臨時雇用職員に対する退職金

法定福利費 0060

国家公務員共済組合法、国家公務員法、児童手当法、労働基準
法、健康保険法、雇用保険法等により法人が役職員のために強
制的に負担させられる費用。健康保険料、介護保険料、雇用保険
料、児童手当拠出金、労災保険等

　　業　　務　　費

　　　　受託事業費 47000

消耗品費 47110 消耗品費 0010
材料及び消耗品（単価10万円未満または耐用年数1年以内の備
品を含む）の購入に係る費用

備品費 47120 少額備品費 0010
備品（耐用年数1年超かつ取得価額10万円以上50万円未満の備
品）の購入に係る費用

印刷製本費 47130 印刷製本費 0010
印刷物の印刷費。データベース使用料、著作権使用料、青写真
焼付料、写真・ビデオ撮影、マイクロ化委託費を含む。

出版物費 47140 出版物費 0010

図書（印刷その他の方法により複製した文書又は図画、又は電子
的方法、磁気的方法その他の人の知覚によっては認識できない
方法により文字、映像、音を記録した物品として管理が可能なも
の。）として有形固定資産に計上されない出版物の購入代

水道光熱費 47150 電力料 0010 電気代

ガス料 0020 ガス代

水道料 0030 水道代

冷暖房用燃料費 0040 冷暖房に係る重油・軽油・灯油代

旅費交通費 47160 国内旅費 0010 国内の出張に係る旅費手当等

外国旅費 0020
国外の出張、移動などに係る交通費と旅費手当等。国内移動旅
費を除く。

交通費 0030
国内の移動に係る交通費（タクシー代・高速代、パスネット、回数
券、時間貸駐車場料金を含む。）

通信運搬費 47170 電話料 0010 電話代

専用回線使用料 0020 専用回線料

受信料 0030 受信料

郵便料 0040 郵便代

運搬料 0050 宅配便代等（タクシー代は含まない）

国際電話料 0060 国際電話代

国際郵便料 0070 国際郵便代

賃借料 47180 土地建物賃借料 0010 土地賃貸借契約に基づいて支払う賃借料（宿舎借上料を含む。）



勘定科目 コード 補助科目 コード 内容

電子計算機借料 0020 電子計算機に係る借料

その他借料 0999 その他賃貸借契約に基づいて支払う賃借料、レンタカー代等

車両燃料費 47190 車両燃料費 0010 車両燃料等

福利厚生費 47200 福利厚生費 0010
福利施設負担額、厚生費など福利厚生のために要する法定外福
利費。

保守管理費 47210 警備委託費 0010 構内警備等の委託費

機械警備委託費 0020 機械警備等の委託費

機械設備管理業務費 0030 ボイラその他の機械設備の管理業務委託費

清掃業務委託費 0040 清掃の業務委託費

冷暖房設備保守料 0050 冷暖房設備等の保全業務委託費

エレベーター設備保守料 0060 エレベーター設備の保全業務委託費

消防設備保守料 0070 消防設備の保守点検業務委託費

受変電設備保守料 0080 高圧受変電設備の保全業務委託費

電話交換設備保守料 0090 電話交換設備の保守料

通信設備保守料 0100 ＬＡＮ設備等の通信設備の保守料

自家発電設備保守料 0110 自家発電設備や電源設備の保守料

給排水設備保守料 0120 排水処理設備，受水槽，浄化槽等の保全業務及び清掃委託費

その他設備保守料 0999 その他の設備の保守料

楽器等保守料 1010 ピアノ等調律費，パイプオルガンメンテナンス費等

複写機保守料 1020 コピー機の保守料

環境整備委託費 1030 樹木剪定，害虫駆除，水質検査等の委託費

一般廃棄物処理費 1040 廃棄物処理費

産業廃棄物処理費 1050 廃棄物処理費

その他管理費 1999 その他の管理費

修繕費 47220 建物修繕費 0010
各種資産のうち建物にかかる修繕で、臨時的に発生したもの(年
間保守契約に基づかないもの)

その他資産修繕費 0999
建物以外の各種資産にかかる修繕で、臨時的に発生したもの(年
間保守契約に基づかないもの)

物品修理費 1010 少額物品にかかる修理費

損害保険料 47230 損害保険料 0010 建物火災保険、物品損害保険等の保険料

自動車任意保険 0020 自動車任意保険料

広告宣伝費 47240 広告宣伝費 0010
ホームページ作成委託費、各種パンフレット作成費用等、外部に
広告するために作成する冊子等の費用。

行事費 47250 シンポジウム開催費 0010
シンポジウム開催のために使用する会場借料・アルバイト代・消
耗品代等

研修費 0020 研修のために使用する会場借料・アルバイト代・消耗品代等

その他の行事費 0999
その他の行事のために使用する会場借料・アルバイト代・消耗品
代等

諸会費 47260 諸会費 0010 学会等の参加費・登録料として支払う費用

会議費 47270 会議費 0010 法人内部における会議のための茶菓子・弁当代

報酬・委託・手数料 47280 諸謝金 0010 委員等に対し謝金として支払う額

その他報酬 0999 弁護士報酬、監査報酬等、専門家に対する報酬

委託調査研究費 1010 調査や研究の外部委託

支払派遣費 1020 労働者派遣契約に係る費用

プログラム開発費 1030 プログラム開発に係る委託費

移転作業委託費 1040 移転作業に係る委託費

その他委託費 1999 その他の委託費

振込手数料 2010 銀行振込等に係る手数料

その他手数料 2999 その他の手数料

奨学費 47290 奨学交付金 0010 授業料免除等による奨学交付金

留学生給与 0020 留学生給与

減価償却費 47300 建物減価償却費 0010 建物の減価償却費

建物附属設備減価償却費 0020 建物附属設備の減価償却費

構築物減価償却費 0030 構築物の減価償却費

機械及び装置減価償却費 0040 機械及び装置の減価償却費

工具，器具及び備品減価償却費 0050 工具，器具及び備品の減価償却費

車輌その他の陸上運搬具減価償却費 0060 車輌その他の陸上運搬具の減価償却費

その他の有形固定資産減価償却費 0999 その他の有形固定資産の減価償却費

無形固定資産減価償却費 1010 無形固定資産の減価償却費

貸倒損失 47310 貸倒損失 0010 金銭債権の貸倒額

徴収不能引当金繰入額 47320 徴収不能引当金繰入額 0010 徴収不能債権に対する引当金の繰入額

雑費 47330 特許出願費 0010 特許出願等に係る費用



勘定科目 コード 補助科目 コード 内容

移設撤去費 0020
設備等の移転に係る現状復帰費用や、設備等の廃棄に係る不要
物品の撤去費用。

損害賠償費 0030 損害賠償にかかる費用

記念品費 0040
表彰規程に基づき支給される記念品代（福利厚生規程に基づくも
のは含まない）。

雑役務費 0050
求人広告、官報掲載料、速記料、謄写料、ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ料、印書料、
翻訳料、式場・会場仮設の請負費、試験業務委託費及び上記以
外の雑役務費

その他雑費 0999 その他の雑費

交際費 47340 交際費 0010 関与先との飲食費等

非常勤教員給与 47350 賃金 0010 臨時雇用教員の給与，手当。

賃金通勤手当 0020 臨時雇用教員の通勤手当

非常勤教員賞与 0030 臨時雇用教員の賞与

賞与引当金繰入額 0040 臨時雇用教員にかかる賞与引当金の繰入額

退職給付費用 0050 臨時雇用教員に対する退職金

法定福利費 0060

国家公務員共済組合法、国家公務員法、児童手当法、労働基準
法、健康保険法、雇用保険法等により法人が役職員のために強
制的に負担させられる費用。健康保険料、介護保険料、雇用保険
料、児童手当拠出金、労災保険等

非常勤職員給与 47400 賃金 0010
臨時雇用職員の給与、手当。雇用形態をとるものに限る。（派遣
法によるものは含まない）

賃金通勤手当 0020 臨時雇用職員の通勤手当

非常勤職員賞与 0030 臨時雇用職員の賞与

賞与引当金繰入額 0040 臨時雇用職員にかかる賞与引当金の繰入額

退職給付費用 0050 臨時雇用職員に対する退職金

法定福利費 0060

国家公務員共済組合法、国家公務員法、児童手当法、労働基準
法、健康保険法、雇用保険法等により法人が役職員のために強
制的に負担させられる費用。健康保険料、介護保険料、雇用保険
料、児童手当拠出金、労災保険等

　　業　　務　　費

 　　　役員人件費 48000

役員報酬 48110 報酬 0010 役員に対して支払われる報酬

諸手当 0015 役員の通勤手当を除く諸手当

通勤手当 0020 役員の通勤手当

賞与 0030 役員の賞与

賞与引当金繰入額 0040 役員にかかる賞与引当金の繰入額

退職給付費用 0050 役員に対する退職金

法定福利費 0060

国家公務員共済組合法、国家公務員法、児童手当法、労働基準
法、健康保険法、雇用保険法等により法人が役職員のために強
制的に負担させられる費用。健康保険料、介護保険料、雇用保険
料、児童手当拠出金、労災保険等

　　業　　務　　費

　　 　教員人件費 49000

常勤教員給与 49110 教員基本給 0010 常勤教員の給与

教員諸手当 0020 常勤教員の諸手当

教員超過勤務手当 0030 常勤教員の超過勤務手当

外国人教師給与 0040 外国人教師の給与

外国人研究員給与 0050 外国人研究員の給与

休職者給与 0060 休職者の給与

通勤手当 0070 常勤教員の通勤手当

通勤手当（外国人教師） 0080 外国人教師の通勤手当

通勤手当（外国人研究員） 0090 外国人研究員の通勤手当

常勤教員賞与 0100 常勤教員の賞与

外国人教師賞与 0110 外国人教師の賞与

賞与引当金繰入額 0120 常勤教員にかかる賞与引当金の繰入額

退職給付費用 0130 常勤教員に対する退職金

法定福利費 0140

国家公務員共済組合法、国家公務員法、児童手当法、労働基準
法、健康保険法、雇用保険法等により法人が役職員のために強
制的に負担させられる費用。健康保険料、介護保険料、雇用保険
料、児童手当拠出金、労災保険等

非常勤教員給与 49160 賃金 0010 非常勤教員の給与、手当

非常勤講師手当 0020 非常勤講師の手当

通勤手当 0030 非常勤教員の通勤手当

非常勤教員賞与 0040 非常勤教員の賞与

賞与引当金繰入額 0050 非常勤教員にかかる賞与引当金の繰入額

退職給付費用 0060 非常勤教員に対する退職金



勘定科目 コード 補助科目 コード 内容

法定福利費 0070

国家公務員共済組合法、国家公務員法、児童手当法、労働基準
法、健康保険法、雇用保険法等により法人が役職員のために強
制的に負担させられる費用。健康保険料、介護保険料、雇用保険
料、児童手当拠出金、労災保険等

　　業　　務　　費

　　　　職員人件費 50000

常勤職員給与 50110 職員基本給 0010 常勤職員の給与

職員諸手当 0020 常勤職員の諸手当

職員超過勤務手当 0030 常勤職員の超過勤務手当

休職者給与 0040 休職者の給与

通勤手当 0050 常勤職員の通勤手当

常勤職員賞与 0060 常勤職員の賞与

賞与引当金繰入額 0070 常勤職員にかかる賞与引当金の繰入額

退職給付費用 0080 常勤職員に対する退職金

法定福利費 0090

国家公務員共済組合法、国家公務員法、児童手当法、労働基準
法、健康保険法、雇用保険法等により法人が役職員のために強
制的に負担させられる費用。健康保険料、介護保険料、雇用保険
料、児童手当拠出金、労災保険等

非常勤職員給与 50160 賃金 0010
非常勤職員の給与、手当。雇用形態をとるものに限る。（派遣法
によるものは含まない）

通勤手当 0020 非常勤職員の通勤手当

非常勤職員賞与 0030 非常勤職員の賞与

賞与引当金繰入額 0040 非常勤職員にかかる賞与引当金の繰入額

退職給付費用 0050 非常勤職員に対する退職金

法定福利費 0060

国家公務員共済組合法、国家公務員法、児童手当法、労働基準
法、健康保険法、雇用保険法等により法人が役職員のために強
制的に負担させられる費用。健康保険料、介護保険料、雇用保険
料、児童手当拠出金、労災保険等

　　一般管理費 51000

消耗品費 51110 消耗品費 0010
材料及び消耗品（単価10万円未満または耐用年数1年以内の備
品を含む）の購入に係る費用

備品費 51120 少額備品費 0010
備品（耐用年数1年超かつ取得価額10万円以上50万円未満の備
品）の購入に係る費用

印刷製本費 51130 印刷製本費 0010
印刷物の印刷費。データベース使用料、著作権使用料、青写真
焼付料、写真・ビデオ撮影、マイクロ化委託費を含む。

出版物費 51140 出版物費 0010

図書（印刷その他の方法により複製した文書又は図画、又は電子
的方法、磁気的方法その他の人の知覚によっては認識できない
方法により文字、映像、音を記録した物品として管理が可能なも
の。）として有形固定資産に計上されない出版物の購入代

水道光熱費 51150 電力料 0010 電気代

ガス料 0020 ガス代

水道料 0030 水道代

冷暖房用燃料費 0040 冷暖房に係る重油・軽油・灯油代

旅費交通費 51160 国内旅費 0010 国内の出張に係る旅費手当等

外国旅費 0020
国外の出張、移動などに係る交通費と旅費手当等。国内移動旅
費を除く。

交通費 0030
国内の移動に係る交通費（タクシー代・高速代、パスネット、回数
券、時間貸駐車場料金を含む。）

通信運搬費 51170 電話料 0010 電話代

専用回線使用料 0020 専用回線料

受信料 0030 受信料

郵便料 0040 郵便代

運搬料 0050 宅配便代等（タクシー代は含まない）

国際電話料 0060 国際電話代

国際郵便料 0070 国際郵便代

賃借料 51180 土地建物賃借料 0010 土地賃貸借契約に基づいて支払う賃借料（宿舎借上料を含む。）

電子計算機借料 0020 電子計算機に係る借料

その他借料 0999 その他賃貸借契約に基づいて支払う賃借料、レンタカー代等

車両燃料費 51190 車両燃料費 0010 車両燃料等

福利厚生費 51200 福利厚生費 0010
福利施設負担額、厚生費など福利厚生のために要する法定外福
利費。

保守管理費 51210 警備委託費 0010 構内警備等の委託費

機械警備委託費 0020 機械警備等の委託費

機械設備管理業務費 0030 ボイラその他の機械設備の管理業務委託費

清掃業務委託費 0040 清掃の業務委託費

冷暖房設備保守料 0050 冷暖房設備等の保全業務委託費

エレベーター設備保守料 0060 エレベーター設備の保全業務委託費



勘定科目 コード 補助科目 コード 内容

消防設備保守料 0070 消防設備の保守点検業務委託費

受変電設備保守料 0080 高圧受変電設備の保全業務委託費

電話交換設備保守料 0090 電話交換設備の保守料

通信設備保守料 0100 ＬＡＮ設備等の通信設備の保守料

自家発電設備保守料 0110 自家発電設備や電源設備の保守料

給排水設備保守料 0120 排水処理設備，受水槽，浄化槽等の保全業務及び清掃委託費

その他設備保守料 0999 その他の設備の保守料

楽器等保守料 1010 ピアノ等調律費，パイプオルガンメンテナンス費等

複写機保守料 1020 コピー機の保守料

環境整備委託費 1030 樹木剪定，害虫駆除，水質検査等の委託費

一般廃棄物処理費 1040 廃棄物処理費

産業廃棄物処理費 1050 廃棄物処理費

その他管理費 1999 その他の管理費

修繕費 51220 建物修繕費 0010
各種資産のうち建物にかかる修繕で、臨時的に発生したもの(年
間保守契約に基づかないもの)

その他資産修繕費 0999
建物以外の各種資産にかかる修繕で、臨時的に発生したもの(年
間保守契約に基づかないもの)

物品修理費 1010 少額物品にかかる修理費

損害保険料 51230 損害保険料 0010 建物火災保険、物品損害保険等の保険料

自動車任意保険 0020 自動車任意保険料

広告宣伝費 51240 広告宣伝費 0010
ホームページ作成委託費、各種パンフレット作成費用等、外部に
広告するために作成する冊子等の費用。

行事費 51250 シンポジウム開催費 0010
シンポジウム開催のために使用する会場借料・アルバイト代・消
耗品代等

研修費 0020 研修のために使用する会場借料・アルバイト代・消耗品代等

その他の行事費 0999
その他の行事のために使用する会場借料・アルバイト代・消耗品
代等

諸会費 51260 諸会費 0010 学会等の参加費・登録料として支払う費用

会議費 51270 会議費 0010 法人内部における会議のための茶菓子・弁当代

報酬・委託・手数料 51280 諸謝金 0010 委員等に対し謝金として支払う額

その他報酬 0999 弁護士報酬、監査報酬等、専門家に対する報酬

委託調査研究費 1010 調査や研究の外部委託

支払派遣費 1020 労働者派遣契約に係る費用

プログラム開発費 1030 プログラム開発に係る委託費

移転作業委託費 1040 移転作業に係る委託費

その他委託費 1999 その他の委託費

振込手数料 2010 銀行振込等に係る手数料

その他手数料 2999 その他の手数料

租税公課 51290 自動車重量税 0010 自動車重量税

固定資産税 0020 償却資産税

収入印紙代 0030 収入印紙、証紙代

消費税等 0040 消費税申告納付額

その他租税等 0999 その他の租税

減価償却費 51300 建物減価償却費 0010 建物の減価償却費

建物附属設備減価償却費 0020 建物附属設備の減価償却費

構築物減価償却費 0030 構築物の減価償却費

機械及び装置減価償却費 0040 機械及び装置の減価償却費

工具，器具及び備品減価償却費 0050 工具，器具及び備品の減価償却費

車輌その他の陸上運搬具減価償却費 0060 車輌その他の陸上運搬具の減価償却費

その他の有形固定資産減価償却費 0999 その他の有形固定資産の減価償却費

無形固定資産減価償却費 1010 無形固定資産の減価償却費

貸倒損失 51310 貸倒損失 0010 金銭債権の貸倒額

徴収不能引当金繰入額 51320 徴収不能引当金繰入額 0010 徴収不能債権に対する引当金の繰入額

雑費 51330 特許出願費 0010 特許出願等に係る費用

移設撤去費 0020
設備等の移転に係る現状復帰費用や、設備等の廃棄に係る不要
物品の撤去費用。

損害賠償費 0030 損害賠償にかかる費用

記念品費 0040
表彰規程に基づき支給される記念品代（福利厚生規程に基づくも
のは含まない）。

雑役務費 0050
求人広告、官報掲載料、速記料、謄写料、ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ料、印書料、
翻訳料、式場・会場仮設の請負費、試験業務委託費及び上記以
外の雑役務費

その他雑費 0999 その他の雑費



勘定科目 コード 補助科目 コード 内容

交際費 51340 交際費 0010 関与先との飲食費等

　　共通経費 52000

消耗品費 52110 消耗品費 0010
材料及び消耗品（単価10万円未満または耐用年数1年以内の備
品を含む）の購入に係る費用

備品費 52120 少額備品費 0010
備品（耐用年数1年超かつ取得価額10万円以上50万円未満の備
品）の購入に係る費用

印刷製本費 52130 印刷製本費 0010
印刷物の印刷費。データベース使用料、著作権使用料、青写真
焼付料、写真・ビデオ撮影、マイクロ化委託費を含む。

出版物費 52140 出版物費 0010

図書（印刷その他の方法により複製した文書又は図画、又は電子
的方法、磁気的方法その他の人の知覚によっては認識できない
方法により文字、映像、音を記録した物品として管理が可能なも
の。）として有形固定資産に計上されない出版物の購入代

水道光熱費 52150 電力料 0010 電気代

ガス料 0020 ガス代

水道料 0030 水道代

冷暖房用燃料費 0040 冷暖房に係る重油・軽油・灯油代

旅費交通費 52160 国内旅費 0010 国内の出張に係る旅費手当等

外国旅費 0020
国外の出張、移動などに係る交通費と旅費手当等。国内移動旅
費を除く。

交通費 0030
国内の移動に係る交通費（タクシー代・高速代、パスネット、回数
券、時間貸駐車場料金を含む。）

通信運搬費 52170 電話料 0010 電話代

専用回線使用料 0020 専用回線料

受信料 0030 受信料

郵便料 0040 郵便代

運搬料 0050 宅配便代等（タクシー代は含まない）

国際電話料 0060 国際電話代

国際郵便料 0070 国際郵便代

賃借料 52180 土地建物賃借料 0010 土地賃貸借契約に基づいて支払う賃借料（宿舎借上料を含む。）

電子計算機借料 0020 電子計算機に係る借料

その他借料 0999 その他賃貸借契約に基づいて支払う賃借料、レンタカー代等

車両燃料費 52190 車両燃料費 0010 車両燃料等

福利厚生費 52200 福利厚生費 0010
福利施設負担額、厚生費など福利厚生のために要する法定外福
利費。

保守管理費 52210 警備委託費 0010 構内警備等の委託費

機械警備委託費 0020 機械警備等の委託費

機械設備管理業務費 0030 ボイラその他の機械設備の管理業務委託費

清掃業務委託費 0040 清掃の業務委託費

冷暖房設備保守料 0050 冷暖房設備等の保全業務委託費

エレベーター設備保守料 0060 エレベーター設備の保全業務委託費

消防設備保守料 0070 消防設備の保守点検業務委託費

受変電設備保守料 0080 高圧受変電設備の保全業務委託費

電話交換設備保守料 0090 電話交換設備の保守料

通信設備保守料 0100 ＬＡＮ設備等の通信設備の保守料

自家発電設備保守料 0110 自家発電設備や電源設備の保守料

給排水設備保守料 0120 排水処理設備，受水槽，浄化槽等の保全業務及び清掃委託費

その他設備保守料 0999 その他の設備の保守料

楽器等保守料 1010 ピアノ等調律費，パイプオルガンメンテナンス費等

複写機保守料 1020 コピー機の保守料

環境整備委託費 1030 樹木剪定，害虫駆除，水質検査等の委託費

一般廃棄物処理費 1040 廃棄物処理費

産業廃棄物処理費 1050 廃棄物処理費

その他管理費 1999 その他の管理費

修繕費 52220 建物修繕費 0010
各種資産のうち建物にかかる修繕で、臨時的に発生したもの(年
間保守契約に基づかないもの)

その他資産修繕費 0999
建物以外の各種資産にかかる修繕で、臨時的に発生したもの(年
間保守契約に基づかないもの)

物品修理費 1010 少額物品にかかる修理費

損害保険料 52230 損害保険料 0010 建物火災保険、物品損害保険等の保険料

自動車任意保険 0020 自動車任意保険料

広告宣伝費 52240 広告宣伝費 0010
ホームページ作成委託費、各種パンフレット作成費用等、外部に
広告するために作成する冊子等の費用。

行事費 52250 シンポジウム開催費 0010
シンポジウム開催のために使用する会場借料・アルバイト代・消
耗品代等

研修費 0020 研修のために使用する会場借料・アルバイト代・消耗品代等



勘定科目 コード 補助科目 コード 内容

その他の行事費 0999
その他の行事のために使用する会場借料・アルバイト代・消耗品
代等

諸会費 52260 諸会費 0010 学会等の参加費・登録料として支払う費用

会議費 52270 会議費 0010 法人内部における会議のための茶菓子・弁当代

報酬・委託・手数料 52280 諸謝金 0010 委員等に対し謝金として支払う額

その他報酬 0999 弁護士報酬、監査報酬等、専門家に対する報酬

委託調査研究費 1010 調査や研究の外部委託

支払派遣費 1020 労働者派遣契約に係る費用

プログラム開発費 1030 プログラム開発に係る委託費

移転作業委託費 1040 移転作業に係る委託費

その他委託費 1999 その他の委託費

振込手数料 2010 銀行振込等に係る手数料

その他手数料 2999 その他の手数料

租税公課 52290 自動車重量税 0010 自動車重量税

固定資産税 0020 償却資産税

収入印紙代 0030 収入印紙、証紙代

消費税等 0040 消費税申告納付額

その他租税等 0999 その他の租税

減価償却費 52300 建物減価償却費 0010 建物の減価償却費

建物附属設備減価償却費 0020 建物附属設備の減価償却費

構築物減価償却費 0030 構築物の減価償却費

機械及び装置減価償却費 0040 機械及び装置の減価償却費

工具，器具及び備品減価償却費 0050 工具，器具及び備品の減価償却費

車輌その他の陸上運搬具減価償却費 0060 車輌その他の陸上運搬具の減価償却費

その他の有形固定資産減価償却費 0999 その他の有形固定資産の減価償却費

無形固定資産減価償却費 1010 無形固定資産の減価償却費

貸倒損失 52310 貸倒損失 0010 金銭債権の貸倒額

徴収不能引当金繰入額 52320 徴収不能引当金繰入額 0010 徴収不能債権に対する引当金の繰入額

雑費 52330 特許出願費 0010 特許出願等に係る費用

移設撤去費 0020
設備等の移転に係る現状復帰費用や、設備等の廃棄に係る不要
物品の撤去費用。

損害賠償費 0030 損害賠償にかかる費用

記念品費 0040
表彰規程に基づき支給される記念品代（福利厚生規程に基づくも
のは含まない）。

雑役務費 0050
求人広告、官報掲載料、速記料、謄写料、ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ料、印書料、
翻訳料、式場・会場仮設の請負費、試験業務委託費及び上記以
外の雑役務費

その他雑費 0999 その他の雑費

交際費 52340 交際費 0010 関与先との飲食費等

　財　務　費　用 53000

支払利息 53110 支払利息 0010 借入金利息

その他財務費用 53120 為替差損失 0010 為替差損失

有価証券売却損 0020 有価証券売却損

有価証券評価損 0030 有価証券評価損

その他財務費用 0999 その他の財務費用

　雑　損 54000

雑損 54110 雑損 0010 上記に含まれない費用で金額的重要性の乏しいもの

経　常　収　益 60000

　　運営費交付金収益 61000

運営費交付金収益 61010 運営費交付金収益 0010
受け入れた運営費交付金のうち、法人の運営費に充当された部
分の額

　　授業料収益 61100

授業料収益 61110 授業料収益 0010 受け入れた授業料のうち、実施された授業分の額

　　入学金収益 62000

入学金収益 62100 入学金収益 0010 受け入れた入学金の額

　　検定料収益 63000

検定料収益 63100 検定料収益 0010 受け入れた検定料の額

　　受託研究等収益 64000

受託研究等収益 64100 受託研究・調査・試験収益 0010 受託研究等における収益

出資金事業収益 0020 出資金事業等における収益

共同研究収益 0030 共同研究における収益

共同研究員収益 0040 共同研究員の受入における収益



勘定科目 コード 補助科目 コード 内容

受託研究間接経費収益 0050 受託研究に係る間接経費の収益

　　受託事業等収益 65000

受託事業等収益 65100 受託研究員受入収益 0010 受託研究員の受入における収益

出資金事業収益 0020 出資金事業等における収益

公立学校教職員受入収益 0030 公立学校教職員の受入における収益

私立学校教職員受入収益 0040 私立学校教職員の受入における収益

外国人受託研修員受入収益 0050 外国人受託研修員の受入における収益

受託実習生受入収益 0060 受託実習生の受入における収益

受託事業間接経費収益 0070 受託事業に係る間接経費の収益

　　寄附金収益 66000

寄附金収益 66100 寄附金収益 0010
特定目的で受け入れた寄付金のうち、その目的に充当された部
分の額

その他寄附金収益 0999 上記以外の寄付金収益

　　施設費収益 67000

施設費収益 67100 施設費収益 0010 施設整備費補助金収益に係る収益計上額

　　補助金等収益 68000

補助金等収益 68100 補助金等収益 0010 その他の補助金収益に係る収益計上額

　　財務収益 69000

受取利息 69100 預金利息 0010 預貯金の利子収入

その他利息 0999 延滞金利息等

有価証券利息 69200 有価証券利息 0010 有価証券の利子収入

その他財務収益 69300 為替差益 0010 為替差益

有価証券売却益 0020 有価証券売却益

有価証券評価益 0030 有価証券評価益

その他財務収益 0999 上記以外の財務収益

　　雑益 70000

財産貸付料収益 70110 土地貸付料 0010 土地の貸付料収入

建物及び物件貸付料 0020 建物及び物件の貸付料収入

体育施設貸付料 0030 体育施設の貸付料収入

宿舎料 0040 宿舎料収入

宿泊施設使用料 0050 宿泊施設収入

その他使用料 0999 上記以外の貸付料収入

寄宿料収益 70120 学生寄宿舎 0010 学生寄宿舎寄宿料収入

国際交流会館 0020 国際交流会館寄宿料収入

入場料収益 70130 展覧会入場料 0010 展覧会入場料受入額

演奏会入場料 0020 演奏会入場料受入額

講習料収益 70140 公開講座講習料 0010 公開講座講習料収入

その他講習料 0999 その他の講習料収入

版権料・特許料収益 70150 版権料 0010 版権料収入

写真掲載料 0020 写真掲載料収入

特許料 0030 特許料収入

手数料収益 70160 論文審査手数料 0010 論文審査手数料収入

情報公開手数料 0020 情報公開手数料収入

その他手数料 0999 上記以外の手数料収入

試験実施料収益 70170 大学入試センター試験実施料 0010 大学入試センター試験の実施料収入

物品等売払収益 70180 刊行物等売払代 0010 刊行物の売払いによる収入

文献複写料 0020 文献複写料収入

不用物品売払代 0030 固定資産以外の不用物品の売払いによる収益

その他売払代 0999 上記以外の売払代収入

物品受贈益 70190 物品受贈益 0010 少額物品の贈与を受けた場合の受入額

間接経費収益 70200 科学研究費間接経費 0010 科学研究費の間接経費に係る収益計上額

その他補助金間接経費 0999 その他の補助金の間接経費に係る収益計上額

その他雑益 70210 その他雑益 0999 学生保険診療収入、心理相談料収入、その他上記以外の雑益

　　資産見返負債戻入 71000

資産見返運営費交付金等戻入 71100
資産見返運営費交付金等戻入（交
付金）

0010
運営費交付金により取得した固定資産の減価償却費金額につい
て、資産見返運営費交付金等勘定を取り崩した額

資産見返運営費交付金等戻入（授
業料）

0020
授業料により取得した固定資産の減価償却費金額について、資
産見返運営費交付金等勘定を取り崩した額

資産見返寄附金戻入 71300 資産見返寄附金戻入 0010
寄付金により取得した固定資産の減価償却費金額について、資
産見返寄付金勘定を取り崩した額

資産見返物品受贈額戻入 71400 資産見返物品受贈額戻入 0010
無償譲与により取得した固定資産の減価償却費金額について、
資産見返物品受贈額勘定を取り崩した額



勘定科目 コード 補助科目 コード 内容

資産見返補助金等戻入 71500 資産見返補助金等戻入 0010
補助金により取得した固定資産の減価償却費金額について、資
産見返物品受贈額勘定を取り崩した額

　臨　時　損　失 72000

固定資産除却損 72100 図書除却損 0010 固定資産を除却したときに計上すべき損失

固定資産除却損 0020 固定資産を除却したときに計上すべき損失

固定資産売却損 72300 帳簿価額決済勘定 0010 固定資産を売却したときに計上すべき損失

売却収入仮勘定 0020 固定資産を売却したときに計上すべき損失

売却収入 0030 固定資産を売却したときに計上すべき損失

災害損失 72400 災害損失 0010 災害による損失

その他 72500 その他 0010 上記以外の臨時損失

　臨　時　利　益 73000

固定資産売却益 73100 固定資産売却益 0010 固定資産を売却したことにより生ずる利益

損害賠償金収益 73200 損害賠償金収益 0010 損害賠償を受けたことにより生ずる利益

引当金戻入益 73300 徴収不能引当金戻入益 0010

退職給付引当金戻入益 0020

追加退職給付引当金戻入益 0030

その他の固定負債に係る引当金戻
入益

0999

賞与引当金戻入益 1010

修繕費引当金戻入益 1020

上記のいずれにも属さない戻入益 1999

その他 73400 その他 0010 上記以外の臨時利益

損　益 80000

当期純利益 80100 当期純利益 0010 経常損益＋臨時損益

目的積立金取崩額 80200 目的積立金取崩額 0010 目的積立金の目的使用により取崩した額

当期総利益 80300 当期総利益 0010 当期純利益＋目的積立金取崩額





別表第３（第１０条関係）

預 り 金 の 種 類

共 済 組 合 長 期 掛 金

共 済 組 合 短 期 掛 金

共 済 組 合 介 護 掛 金

所 得 税

宿 舎 使 用 料

住 民 税

共 済 組 合 貸 付 返 済 金

共 済 組 合 積 立 貯 金

財 形 貯 蓄

団 体 積 立 終 身 保 険

健 康 保 険 料

厚 生 年 金 保 険 料

介 護 保 険 料

雇 用 保 険 料

団 体 生 命 保 険 料 掛 金

傷 害 保 険 料

職 員 組 合 費

親 睦 会 費

債 権 差 押 取 立 金 等

入 札 保 証 金

契 約 保 証 金

施 設 整 備 費 補 助 金

科 学 研 究 費 補 助 金

そ の 他 の 補 助 金

美 術 学 部 厚 生 補 導 助 成 金

古 美 術 研 究 旅 行 等 積 立 金

学生教育研究災害傷害保険料

教 材 費

各施設使用のための雑費類

私 費 分 の 文 献 複 写 料

私 費 分 の 水 道 光 熱 費

その他経理責任者が必要と認めるもの



別紙様式第１号

開始日

終了日

　　勘定科目名 現行

勘定科目コード 摘要 伝票 日付 借方 貸方 残高

東京藝術大学

繰越残高

期間計

科目計

繰越残高

期間計

科目計

繰越残高

期間計

科目計

合計

総合計 転記

未転記

東 京 藝 術 大 学
総　勘　定　元　帳

金額



別紙様式第２号

基準日

前年度末 現行

勘定科目 残高 借方 貸方 合計 借方 貸方 合計 残高

東京藝術大学

《資産の部》

【固定資産】

…

【流動資産】

…

《負債の部》

【固定負債】

…

【流動負債】

…

《資本の部》

【資本金】

…

【資本剰余金】

…

【利益剰余金】

…

《損益》

【経常費用】

…

【経常収益】

…

【臨時損失】

…

【臨時利益】

…

【損益】

…

総合計

東 京 藝 術 大 学
合　計　残　高　試　算　表

現行期間 年累計



別紙様式第２号

基準日

前年度末 現行
勘定科目 残高 借方 貸方 合計 借方 貸方 合計 残高

東京藝術大学
《資産の部》
【固定資産】
＜有形固定資産＞

…

＜無形固定資産＞

…

＜投資その他の資産＞

…

【流動資産】
＜現金及び預金＞

…

《負債の部》
【固定負債】

…

【流動負債】

…

《資本の部》
【資本金】

…

【資本剰余金】

…

【利益剰余金】

…

《損益》
【経常費用】
＜業務費＞

…

＜役員人件費＞

…

＜教員人件費＞

…

＜職員人件費＞

…

＜一般管理費＞

東 京 藝 術 大 学
合 計 残 高 試 算　表

現行期間 年累計



…

＜共通＞

…

＜財務費用＞

…

＜雑損＞

…

【経常収益】
＜運営費交付金収益＞

…

＜授業料収益＞

…

＜入学金収益＞

…

＜検定料収益＞

…

＜受託研究等収益＞

…

＜受託事業等収益＞

…

＜寄附金収益＞

…

＜施設費収益＞

…

＜補助金等収益＞

…

＜財務収益＞

…

＜雑益＞

…

＜資産見返負債戻入＞

…

【臨時損失】

…

【臨時利益】

…

【損益】

…

総合計





別紙様式第４号１

開始日

終了日

　　勘定科目名 現行

勘定科目コード 摘要 伝票 日付 借方 貸方 残高

東京藝術大学

現金及び預金

受入現金

期間合計

つり銭準備金

期間合計

小口現金

期間合計

指定日支払現金

期間合計

当座預金

普通預金

通知預金

定期預金

その他預金

合計 転記

未転記

総合計 転記

未転記

勘定科目合計

勘定科目合計

勘定科目合計

東 京 藝 術 大 学
現　金　出　納　帳

金額

勘定科目合計



別紙様式第４号２

資産 設備 取得 取得 償却 期首 耐用 償却 期末 償却

区分 区分 資産No. 名称 年月日 数量 価額 開始日 償却方法 帳簿額 年数 実施額 帳簿額 累計額

合計

総合計

　　年　　月　　日　～　　　年　　月　　日

東 京 藝 術 大 学
固　定　資　産　台　帳



　年

月日 予算ＢＵ 目的区分 予算項目 勘定科目 補助科目 課税区分

相手勘定科目 摘 要
入　金　額

【 合　　　　計 】

小 口 現 金 出 納　帳
別紙様式第４号３

出　金　額 残　　高

期 首 残 高

予 算

東京藝術大学



別紙様式第５号

決 裁 者 起 票 者

起票日

資産No.

東京藝術大学 出力日

振　替　伝　票

合 議

借方金額
摘 要

貸方金額日　付 伝票No. 予 算 項 目 勘 定 科 目



別紙様式第６号

決 裁 者 起 票 者

起票日

相手先

東京藝術大学 出力日

貸方金額日　付 入金伝票No. 決議No. 勘 定 科 目
件 名

合 議

借方金額

入　金　伝　票



別紙様式第７号

決 裁 者 起 票 者

起票日

相手先
支払銀行
支払口座番号

東京藝術大学 出力日

出　金　伝　票

合 議

借方金額
件 名

貸方金額日　付 出金伝票No. 決議No. 勘 定 科 目



別紙様式第８号

決 裁 者 起 票 者

起票日

相手先

東京藝術大学 出力日

貸方金額日　付 決議No. 予 算 項 目 勘 定 科 目
件 名

入金予定日

合 議

借方金額

未 収 金 計 上 伝 票



別紙様式第９号

決 裁 者 起 票 者

起票日

相手先
支払銀行 　　／資産No.
支払口座番号

東京藝術大学 出力日

未 払 金 計 上 伝 票

合 議

借方金額
件 名
品名等
支払予定日

貸方金額日　付 決議No. 予 算 項 目 勘 定 科 目



別紙様式第10号

引 継 書

（元号） 年 月 日引継

前任 経理責任者 （職名） ○ ○ ○ ○ 印

後任 経理責任者 （職名） ○ ○ ○ ○ 印

引 継 目 録

名 称 数量 備 考



別紙様式第１１号

預 金 口 座 の 開設・廃止 申請書

（元号） 年 月 日

東京藝術大学

学長 殿

経 理 責 任 者

（職名） 印

下記により、預金口座の（ 開設・廃止 ）を申請致します。

記

（開設・廃止） 希望日 平成 年 月 日

（開設・廃止） 口座名・口座番号

（開設・廃止） 理由











別紙様式第１３号２

様

円

　  　上記のとおり寄附金を受領しました。

平成 年 月 日

国立大学法人東京芸術大学長

印

様

円

　  　上記のとおり寄附金を受領しました。

平成 年 月 日

国立大学法人東京芸術大学長

印

寄 附 金 領 収 書

寄 附 金 領 収 書（控）

   上記の金額は、所得税法第７８条第２項第２号及び法人税法第３７条第４項第２号に基づき財務大臣
が指定した寄付金（昭和４０年４月３０日大蔵省告示第１５４号）に該当するものです。
（注）１． 　この寄附金は、所得税法上の寄附金控除の対象となる特定寄付金又は法人税法上の全額
　　　　 損金算入を 認められる指定寄附金として財務大臣から指定されています。
　　　２．　上記の措置を受けるために、確定申告に際して、この領収書が必要となりますので、相当期
　　　　 間大切に保存してください。

寄附金額

　○　○　○　○

（注）１． 　この寄附金は、所得税法上の寄附金控除の対象となる特定寄付金又は法人税法上の全額
　　　　 損金算入を 認められる指定寄附金として財務大臣から指定されています。
　　　２．　上記の措置を受けるために、確定申告に際して、この領収書が必要となりますので、相当期
　　　　 間大切に保存してください。

寄附金額

   上記の金額は、所得税法第７８条第２項第２号及び法人税法第３７条第４項第２号に基づき財務大臣
が指定した寄付金（昭和４０年４月３０日大蔵省告示第１５４号）に該当するものです。

　○　○　○　○



別紙様式第１４号

領収書払出請求書

平成 年 月 日

事務局出納責任者 殿

出納責任者

印

下記のとおり領収書の払い出しを請求致します。

冊

領収書払出請求書（控）

平成 年 月 日

事務局出納責任者 殿

出納責任者

印

下記のとおり領収書の払い出しを請求致します。

冊




